
ご入会方法

入会ご希望の方は、申込書を学会ホームページ「入会案内」からダウンロード
するか、学会事務局にメール、電話、FAX等で請求してください。申込書に、
必要事項をご記入のうえ、学会事務局まで郵送してください。申込書が到着次
第、ご入会の手続きをとり、会費の請求書を送らせていただきます。

普通会員（法人・個人）　入会金5,000円 年会費10,000円
賛助会員　　　　　　　　入会金　なし  年会費1口50,000円（1口以上）

入会手続き・入会申込書URL　http://www.nkg.or.jp/guide/g-nyukai.htm
入会申込書請求先メールアドレス　kaiin@nkg.or.jp

組織図

入会の
ご案内

社団法人

日本語教育学会
The Society for Teaching Japanese
as a Foreign Language

日本語教育学会会員には次のような特典があります。

◆学会誌『日本語教育』を年3冊（4月、8月、12月）お送りします。
◆大会、研究集会、その他、各種催しの案内をお送りします。
◆各種催しの参加費の割引制度があります。
◆毎月1日発行のメールマガジンのほか、日本語教育に関する
　最新情報をメールで得ることができます。
◆大会での研究発表に応募することができます。
◆『日本語教育』へ投稿することができます。
◆研究集会での研究発表に応募することができます。

◆は普通会員（個人）のみ

社団法人

日本語教育学会
事務局 〒101-0065 東京都千代田区西神田2-4-1東方学会新館2階

TEL 03-3262-4291　FAX 03-5216-7552

E-mail office@nkg.or.jp（代表）
URL http://www.nkg.or.jp 2012.8.1作成

目的
日本語教育学会は、日本語を第一言語としない人に対する日本語教育の
研究促進と振興を図り、学術の発展、日本と諸外国との相互理解・学術
文化の交流に寄与することを目的としています。

事業
概要

研究事業：年2回（春と秋）大会を開催し、シンポジウ
ム、研究発表（口頭発表・パネルセッション・ポスター発表・
デモンストレーション）などを行っています。また、全国
各地で年間約10回の研究集会を開催しています。

刊行事業：会員による研究論文・実践報告などを掲
載した学会誌『日本語教育』を年3回発行しています。
『新版日本語教育事典』をはじめ、関連書籍を刊行して
います。

研修事業：日本語教師に求められる能力の開発と教師
間のネットワーク作りの機会を提供するための教師研
修を行っています。研究集会の一環として、講演・ワ
ークショップなどを開催しています。

調査研究事業：文化庁や独立行政法人国際交流基金な
どの委嘱・委託・助成を受けて、日本語教育に関する
様々な調査研究を行っています。

特定課題事業：広く社会に貢献するため、特定の課題
に対応するグループを学会内に設置し、活動を展開し
ています（以下は2012年度の例）。
・地域日本語教育人材育成プロジェクト（ JIP）チーム
・BJTビジネス日本語能力テスト分析研究チーム
・東日本大震災募金タスクフォース

国際連携：世界8つの国・地域（韓国・中国・香港・台湾・
豪州・米国・カナダ・欧州）と国際連携組織「日本語教育
グローバルネットワーク」を結成し、日本語教育国際
研究大会を開催しています。

国内連携：言語系の34学会が参集する「言語系学会連
合」に幹事学会の1つとして参加するなど、国内の近
接領域の学会と連携する活動を行っています。

その他：日本語教育能力検定試験の認定、日本語教育
に貢献した会員及び団体の顕彰（日本語教育学会賞・奨励
賞・林大記念論文賞）を行っています。

会員数
の推移

各年とも3月31日時点の会員数
2012年3月31日現在の会員数は4,290名。
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［常置委員会］ ［特別委員会］

［特定事業グループ］
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普通会員・賛助会員・名誉会員

理事会
（会長・副会長・常任理事を含む
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（会長・副会長・常任理事により構成）
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授
法
研
究
会
」
開
催
。

文
部
省
編
『
外
国
人
の
た
め
の
日
本
語
読
本
（
初
級
・
中
級
）』
作
成
に
協

力
。 

文
化
庁
発
足
。
外
国
人
留
学
生
問
題
研
究
会

（
J
A
F
S
A
、
の
ち
に
国
際
教
育
交
流
協
議
会
）
発
足
。

小
笠
原
諸
島
本
土
復
帰
。
／
米
で
キ
ン
グ
牧
師

暗
殺
。

1970昭和45年

文
化
庁
主
催
「
日
本
語
教
育
研
修
会
」
協
力
。

東
京
外
国
語
大
学
付
属
日
本
語
学
校
開
設
。

大
阪
万
博
開
幕
。
よ
ど
号
ハ
イ
ジ
ャ
ッ
ク
事
件
。

三
島
由
紀
夫
自
殺
。

1972昭和47年

機
関
誌
『
N
K
G
通
信
』
創
刊
（
第
14
号
よ
り
『
学
会
ニ
ュ
ー
ス
』
に
改
称
）。

国
際
交
流
基
金
発
足
。
韓
国
が
日
本
留
学
を
公

式
許
可
。

あ
さ
ま
山
荘
事
件
。
沖
縄
本
土
復
帰
。
日
中
国

交
正
常
化
。
／
米
大
統
領
ニ
ク
ソ
ン
訪
中
。
米
、

ウ
ォ
ー
タ
ー
ゲ
ー
ト
事
件
。

1973昭和48年

国
際
交
流
基
金
主
催
「
海
外
日
本
語
教
師
研
修
会
」
協
力
。

日
本
語
教
育
に
関
し
て
、
国
内
は
文
部
省
・
文

化
庁
、
国
外
は
外
務
省
・
国
際
交
流
基
金
が
分

担
す
る
こ
と
を
決
定
。

金
大
中
事
件
。
第
一
次
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
。
／

ベ
ト
ナ
ム
和
平
パ
リ
協
定
締
結⇒

イ
ン
ド
シ
ナ

難
民
の
流
出

1975昭和50年

国
立
国
語
研
究
所
主
催
「
日
本
語
教
育
研
修
会
」
協
力
。

文
化
庁
『
外
国
人
の
た
め
の
日
本
語
教
育
の
概

要
』、
国
際
交
流
基
金
『
海
外
日
本
語
教
育
機
関

一
覧
』
刊
行
。
国
立
国
語
研
究
所
、
日
本
語
教

育
映
画
制
作
開
始
。

沖
縄
海
洋
博
開
幕
。／
蒋
介
石
、
台
湾
で
没
。
ラ

オ
ス
人
民
民
主
共
和
国
成
立
。

1976昭和51年

国
際
交
流
基
金
「
日
本
語
教
育
研
修
会
」
協
力
。 

文
化
庁
「
日
本
語
教
員
に
必
要
な
能
力
の
具
体

的
内
容
」
を
発
表
。
国
研
、
日
本
語
教
育
部
を

日
本
語
教
育
セ
ン
タ
ー
に
改
編
。

ロ
ッ
キ
ー
ド
事
件
。
／
南
北
ベ
ト
ナ
ム
統
一
。

1977昭和52年

外
務
・
文
部
両
省
の
許
可
に
よ
り
、社
団
法
人
を
設
立
。「
日
本
語
教
育

学
会
」（The Society for Teaching Japanese as a Foreign Language

）

に
改
称
。

東
京
外
国
語
大
学
大
学
院
に
日
本
語
学
専
攻
修

士
課
程
が
設
置
さ
れ
る
。
国
際
日
本
語
普
及
協

会
（
A
J
A
L
T
）
設
立
。

日
本
赤
軍
ハ
イ
ジ
ャ
ッ
ク
事
件
（
ダ
ッ
カ
事
件
）。

／
カ
ン
ボ
ジ
ア
、
ポ
ル
・
ポ
ト
政
権
に
よ
る
大

虐
殺
開
始
。
中
国
で
毛
沢
東
没
、
四
人
組
追
放
。

1978昭和53年

「
第
1
回　
日
本
語
教
育
国
際
会
議
」
国
際
交
流
基
金
と
共
催
（
東
京
・

大
阪
）。 

『
東
京
』
他
（
日
本
事
情
シ
リ
ー
ズ
）
刊
行
。

国
際
交
流
基
金
、
日
本
語
教
材
「
入
門
シ
リ
ー

ズ
」
を
刊
行
。

平
均
寿
命
世
界
一
に
な
る
。
成
田
空
港
開
港
。

日
中
平
和
友
好
条
約
調
印
。
／
ベ
ト
ナ
ム
難
民

船
激
増
。

1979昭和54年

「
外
国
人
の
た
め
の
日
本
語
能
力
検
定
試
験
実
施
に
関
す
る
調
査
」
実

施
（
国
際
交
流
基
金
助
成
）。

ア
ジ
ア
福
祉
教
育
財
団
難
民
事
業
本
部
・
イ
ン

ド
シ
ナ
難
民
の
た
め
の
定
住
促
進
セ
ン
タ
ー
開

設
、
日
本
語
教
育
開
始
。

第
二
次
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
。
ウ
ォ
ー
ク
マ
ン
発

売
。
／
イ
ラ
ン
革
命
。
米
ス
リ
ー
マ
イ
ル
島
原

発
事
故
。
韓
国
、
朴
正
煕
大
統
領
暗
殺
。

1980昭和55年

「
第
1
回　
日
本
語
教
育
を
語
り
あ
う
会
」
開
催
（
東
京
） 

。

「
外
国
人
の
た
め
の
日
本
語
能
力
試
験
」
試
行
試
験
実
施
（
国
際
交
流
基
金

助
成
。
〜
1
9
8
4
年
）。

国
際
交
流
基
金
、
北
京
に
日
本
語
研
修
セ
ン
タ

ー
（
通
称
「
大
平
学
校
」）
開
設
。
国
内
の
日
本
語

学
習
者
約
2
万
人
。

韓
国
光
州
事
件
、
全
斗
煥
大
統
領
就
任
。
イ
ラ

ン
・
イ
ラ
ク
戦
争
。

1981昭和56年

外
務
省
主
催
「
第
1
回　
中
華
人
民
共
和
国
日
本
語
講
師
研
修
会
」
訪

日
団
と
の
交
流
懇
談
。

国
際
交
流
基
金
『
日
本
語
初
歩
』
刊
行
。

日
本
、
難
民
条
約
批
准
。
中
国
残
留
孤
児
初
来

日
。
／
マ
レ
ー
シ
ア
、
ル
ッ
ク
イ
ー
ス
ト
政
策
。

1982昭和57年

「
音
声
」「
言
語
行
動
」「
文
法
」「
視
聴
覚
教
育
」
4
研
究
部
会
発
足
。

『
日
本
語
教
育
事
典
』（
大
修
館
書
店
）
刊
行
。

在
留
資
格
と
し
て
就
学
ビ
ザ
導
入
。

中
曽
根
内
閣
発
足
。
歴
史
教
科
書
問
題
。

1983昭和58年

『
日
本
の
放
送
』（
日
本
語
教
育
副
教
材
・
日
本
事
情
シ
リ
ー
ズ
）
刊
行
（
放
送
文

化
基
金
助
成
）。

「
21
世
紀
へ
の
留
学
生
政
策
懇
談
会
」
が
、
い
わ

ゆ
る
「
留
学
生
10
万
人
受
け
入
れ
計
画
」
を
政

府
に
提
言
。

東
京
デ
ィ
ズ
ニ
ー
ラ
ン
ド
開
園
。
国
際
結
婚
が

年
間
1
万
組
を
突
破
。
／
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
ベ
ニ

グ
ノ
・
ア
キ
ノ
氏
暗
殺
。

1984昭和59年

日
本
学
術
会
議
登
録
学
術
研
究
団
体
（
語
学
・
文
学
・
教
育
学
）
と
な
る
。

中
国
帰
国
孤
児
定
着
促
進
セ
ン
タ
ー
開
設
。
国

際
交
流
基
金
、『
ヤ
ン
さ
ん
と
日
本
の
人
々
』
使

用
開
始
。
日
本
語
能
力
試
験
開
始
。

ア
フ
リ
カ
で
飢
餓
深
刻
化
。

1985昭和60年

学
会
誌
『
日
本
語
教
育
』
バ
ッ
ク
ナ
ン
バ
ー
（
創
刊
準
備
号
〜
第
35
号
）
合

本
6
巻
刊
行
。

筑
波
大
学
・
東
京
外
国
語
大
学
に
日
本
語
主
専

攻
課
程
開
設
。
国
立
8
大
学
に
留
学
生
教
育
セ

ン
タ
ー
設
置
。

つ
く
ば
万
博
開
幕
。
プ
ラ
ザ
合
意
以
降
、
バ
ブ

ル
景
気
始
ま
る
。
自
治
体
斡
旋
に
よ
る
国
際
結

婚
開
始
。
／
第
1
回
世
界
婦
人
会
議
開
催
（
ケ

ニ
ア
・
ナ
イ
ロ
ビ
）。

1986昭和61年

外
務
省
主
催
「
韓
国
高
等
学
校
日
本
語
教
師
」
訪
日
団
と
の
交
流
懇
談
。

「
日
本
語
教
育
集
中
研
修
会
」
開
始
。 

J
I
C
A
、
日
系
社
会
青
年
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
派

遣
開
始
。
国
立
大
学
日
本
語
教
育
研
究
協
議
会

発
足
。

男
女
雇
用
機
会
均
等
法
施
行
。
／
ソ
連
で
、
チ

ェ
ル
ノ
ブ
イ
リ
原
発
事
故
、
ペ
レ
ス
ト
ロ
イ
カ
。

1987昭和62年

「
日
本
語
教
育
学
会
大
会
」
を
初
め
て
開
催
（
上
智
大
学
）。

「
日
本
語
教
育
研
修
会
実
習
課
程
」
開
始
（
国
際
交
流
基
金
助
成
）。

国
際
文
化
フ
ォ
ー
ラ
ム
設
立
。『
月
刊
日
本
語
』

（
ア
ル
ク
）
創
刊
。
J
E
T
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
日
本

語
研
修
事
業
開
始
。

国
鉄
の
分
割
・
民
営
化
。
／
台
湾
戒
厳
令
解
除
。

韓
国
の
民
主
化
運
動
始
ま
る
。
世
界
人
口
50
億

突
破
。

1988昭和63年

『
日
本
語
教
育
関
係
者
一
覧
』
刊
行
（
国
際
交
流
基
金
助
成
）。

日
本
語
教
師
養
成
教
材
・
ビ
デ
オ
シ
リ
ー
ズ
『
日
本
語
授
業
の
実
際
』

監
修
担
当
。

日
本
語
教
育
能
力
検
定
試
験
開
始
。
上
海
事
件

起
こ
る
。

李
登
輝
、
台
湾
総
統
に
就
任
。
韓
国
、
ソ
ウ
ル

五
輪
開
催
。

1989平成元年

「
日
本
語
教
育
研
修
会
基
礎
課
程
」
開
始
（
国
際
交
流
基
金
助
成
）。

日
本
語
教
育
振
興
協
会
発
足
。
国
際
交
流
基
金

日
本
語
国
際
セ
ン
タ
ー
開
設
。「
N
H
K
日
本

語
講
座
」
放
映
開
始
。

昭
和
天
皇
逝
去
。
消
費
税
開
始
。
日
本
の
O
D 

A
世
界
一
位
に
。
／
中
国
、
天
安
門
事
件
。

1990平成2年

『
日
本
語
教
育
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
』（
大
修
館
書
店
）『
日
本
語
教
育
に
お
け
る

コ
ミ
ュ
ニ
カ
テ
ィ
ブ
・
ア
プ
ロ
ー
チ
』（
凡
人
社
）
刊
行
。

「
特
別
講
演
会
」〝
世
界
の
中
の
日
本
語
〞（
8
回
）
開
催
（
東
京
）。

国
際
交
流
基
金
、
海
外
日
本
語
セ
ン
タ
ー
開
設

開
始
。
第
二
言
語
習
得
研
究
会
発
足
。
東
京
大

学
、
京
都
大
学
、
広
島
大
学
に
留
学
生
セ
ン
タ

ー
設
置
。 

入
管
法
改
定
。
来
日
日
系
人
急
増
。
バ
ブ
ル
崩

壊
。
海
外
渡
航
者
1
千
万
人
突
破
。
／
ペ
ル
ー
、

日
系
の
フ
ジ
モ
リ
大
統
領
就
任
。
東
西
ド
イ
ツ

統
一
。

1991平成3年

『
日
本
語
テ
ス
ト
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
』（
大
修
館
書
店
）
刊
行
。

「
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
」（
8
回
）
開
催
（
東
京
） 

。

『
日
本
語
教
育
機
関
に
お
け
る
コ
ー
ス
・
デ
ザ
イ
ン
』（
凡
人
社
）
刊
行
。

国
際
研
修
協
力
機
構
（
J
I
T
C
O
）
設
立
。
大

学
日
本
語
教
員
養
成
課
程
研
究
協
議
会
発
足
。

雲
仙
普
賢
岳
で
大
火
砕
流
発
生
。
／
南
ア
フ
リ

カ
、
ア
パ
ル
ト
ヘ
イ
ト
体
制
終
結
。
湾
岸
戦
争

勃
発
。
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
消
滅
。

1992平成4年

「
第
1
回
・
日
本
語
教
育
学
会
研
究
発
表
会
」
開
催
（
東
京
）。

『
日
本
語
教
材
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル
│
日
本
語
教
科
書
1
9
9
2
』（
凡
人

社
）
刊
行
。 

文
部
省
『
に
ほ
ん
ご
を
ま
な
ぼ
う
』
刊
行
。
米

国
高
校
へ
日
本
語
教
師
助
手
を
派
遣
す
る
J
A
 

L
E
X
プ
ロ
グ
ラ
ム
開
始
（
〜
2
0
0
0
年
）。

天
皇
、
初
の
訪
中
。
／
中
国
・
韓
国
国
交
樹
立
。

1993平成5年

日
本
語
教
育
集
中
研
修
会
実
施
。 

海
外
の
日
本
語
学
習
者
1
6
0
万
人
突
破
。
技

能
実
習
制
度
施
行
。
日
本
語
教
育
方
法
研
究
会

発
足
。

細
川
連
立
政
権
誕
生
。
J
リ
ー
グ
開
幕
。
／
韓

国
、
金
泳
三
文
民
大
統
領
誕
生
。
ヨ
ー
ロ
ッ
パ

連
合
（
E
U
）
創
設
。

1994平成6年

『
日
本
語
教
師
養
成
・
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
お
け
る
実
習
教
育
の
在
り

方
調
査
報
告
書
』（
文
化
庁
委
嘱
）。

文
化
庁
、
地
域
日
本
語
教
育
推
進
事
業
開
始
。

日
本
、
子
ど
も
の
権
利
条
約
批
准
。
／
北
朝
鮮
、

金
日
成
国
家
主
席
急
死
、
金
正
日
体
制
へ
。

1995平成7年

『
タ
ス
ク
日
本
語
教
授
法
』（
凡
人
社
）
編
集
。 

『
日
本
語
教
育
の
概
観
』
刊
行
（
東
京
倶
楽
部
助
成
）。 

文
部
省
、
短
期
留
学
制
度
を
推
進
。
多
言
語
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
F
M
放
送
局
、
神
戸
で
設
立
。
文

化
庁
、
国
語
に
関
す
る
世
論
調
査
開
始
。

阪
神
淡
路
大
震
災
発
生
。
地
下
鉄
サ
リ
ン
事
件
。

／
世
界
貿
易
機
関
（
W
T
O
）
発
足
。

1996平成8年

討
論
会
「
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
と
日
本
語
」
開
催
（
東
京
）。

『
海
外
派
遣
日
本
語
教
師
の
現
状
と
課
題
』
作
成
（
国
際
交
流
基
金
助
成
）。

第
１
回
J
E
T
R
O
ビ
ジ
ネ
ス
日
本
語
能
力
テ

ス
ト
開
始
。
留
学
生
・
就
学
生
の
身
元
保
証
人

制
度
廃
止
。

ら
い
予
防
法
廃
止
。
携
帯
電
話
の
契
約
件
数
急

増
。

1997平成9年

研
究
集
会
に
て
プ
ロ
テ
ィ
ゼ
・
E
・
ウ
ッ
ド
フ
ォ
ー
ド
氏
（
ア
メ
リ
カ
応

用
言
語
学
セ
ン
タ
ー
）「
E
T
S
の
テ
ス
ト
開
発
に
つ
い
て
」
講
演
（
東
京
）。

　

国
際
交
流
基
金
関
西
国
際
セ
ン
タ
ー
開
設
。

神
戸
連
続
児
童
殺
傷
事
件
発
生
。
／
香
港
返
還
。

ア
ジ
ア
通
貨
危
機
。
地
球
温
暖
化
防
止
京
都
会

議
開
幕
。

1998平成10年

「
日
本
語
教
育
学
会
創
立
35
周
年
・
社
団
法
人
20
周
年
記
念
式
・
国
際
シ

ン
ポ
ジ
ウ
ム
『
地
球
時
代
の
日
本
語
教
育
ネ
ッ
ト
ワ
ー
キ
ン
グ
』」（
第

1
回
日
本
語
教
育
国
際
研
究
大
会
）
開
催
（
昭
和
女
子
大
学
）。

日
本
人
対
象
の
日
本
語
テ
ス
ト
の
登
場
。
海
外

の
日
本
語
学
習
者
2
1
0
万
人
を
突
破
。

長
野
冬
季
五
輪
開
幕
。
N
P
O
法
施
行
。
／
韓

国
、
金
大
中
大
統
領
就
任
。
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、

ス
ハ
ル
ト
大
統
領
辞
任
、
ハ
ビ
ビ
氏
就
任
。

1999平成11年

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
「
年
少
者
に
対
す
る
日
本
語
教
育
を
考
え
る
」
開
催
（
昭

和
女
子
大
学
）。 

公
開
研
究
会
「
日
本
語
教
員
養
成
に
お
け
る
情
報
リ
テ
ラ
シ
ー
教
育
の

諸
問
題
│
韓
国
・
ア
メ
リ
カ
・
日
本
の
場
合
」
開
催
。 

文
化
庁
主
催
国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
「
国
際
化

時
代
の
日
本
語
教
育
支
援
と
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」。

「
専
門
日
本
語
教
育
研
究
会
」
発
足
。 

東
海
村
臨
界
事
故
発
生
。
国
旗
国
歌
法
が
成
立
。

／
世
界
人
口
、
60
億
突
破
。
G
20
財
務
相
・
中

央
銀
行
総
裁
会
議
開
催
。

2000平成12年

韓
国
日
本
学
会
、
日
本
語
教
育
学
会
共
同
主
催
、
日
本
語
教
育
国
際
シ

ン
ポ
ジ
ウ
ム
「
21
世
紀
型
総
合
的
日
本
語
教
育
に
お
け
る
語
学
・
文

学
・
文
化
及
び
メ
デ
ィ
ア
の
あ
り
方
」
開
催
（
韓
国
・
同
徳
女
子
大
学
）。

日
韓
共
同
理
工
系
学
部
留
学
生
事
業
開
始
。

九
州
沖
縄
サ
ミ
ッ
ト
開
催
。
／
平
壌
で
南
北
朝

鮮
首
脳
初
会
談
。

2001平成13年

日
本
語
教
育
科
学
セ
ミ
ナ
ー
「
日
本
語
教
育
研
究
に
お
け
る
デ
ー
タ
分

析
法
」
開
催
。

外
国
人
集
住
都
市
会
議
設
立
。

情
報
公
開
法
施
行
。
／
9
・
11
米
国
同
時
多
発

テ
ロ
事
件
発
生
。
米
国
、
ア
フ
ガ
ニ
ス
タ
ン
空

爆
開
始
。
W
T
O
、
中
国
の
加
盟
を
承
認
。

2002平成14年

研
究
論
文
コ
ー
ス
、テ
ー
マ
別
研
究
コ
ー
ス
、海
外
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
活
動

研
究
コ
ー
ス
、オ
ン
ラ
イ
ン
実
践
研
究
コ
ー
ス
開
講（
国
際
交
流
基
金
助
成
）。

中
国
日
本
語
教
学
研
究
会
主
催
「
東
ア
ジ
ア
日
本
語
教
育
シ
ン
ポ
ジ
ウ

ム
」
協
賛
（
中
国
・
天
津
外
国
語
大
学
他
）。

日
本
留
学
試
験
開
始
。
国
際
交
流
基
金
日
本
語

国
際
セ
ン
タ
ー
「
み
ん
な
の
教
材
」
サ
イ
ト
を

オ
ー
プ
ン
。

小
泉
首
相
訪
朝
、
日
朝
平
壌
宣
言
に
署
名
。
サ

ッ
カ
ー
W
杯
日
韓
共
同
開
催
。
／
E
U
で
、
ユ

ー
ロ
流
通
開
始
。
東
テ
ィ
モ
ー
ル
独
立
。

2003平成15年

日
本
語
教
育
学
会
賞
・
奨
励
賞
開
始
。

言
語
学
者
レ
ベ
ッ
カ
・
L
・
オ
ク
ス
フ
ォ
ー
ド
教
授
（
米
国
・
メ
リ
ー
ラ

ン
ド
大
学
）
講
演
会
開
催
。

留
学
生
10
万
人
受
入
れ
計
画
、
達
成
。
文
科
省
、

J
S
L
（
第
二
言
語
と
し
て
の
日
本
語
）
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
開
発
。

有
事
関
連
三
法
成
立
。
第
1
回
世
界
コ
ス
プ
レ

サ
ミ
ッ
ト
開
催
。『
冬
の
ソ
ナ
タ
』
放
映
で
韓
流

ブ
ー
ム
。
／
イ
ラ
ク
戦
争
始
ま
る
。

2004平成16年

「
ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
・
ジ
ャ
パ
ニ
ー
ズ
・
グ
ル
ー
プ
」
を
最
初
の
テ
ー
マ
別

研
究
会
（
S
I
G
）
と
し
て
認
可
。

「
日
本
語
教
育
国
際
研
究
大
会
」
開
催
（
昭
和
女
子
大
学
）。

日
本
学
生
支
援
機
構
（
J
A
S
S
O
）
設
立
。
国

際
交
流
基
金
「
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
日
本
語
し
け

ん　

す
し
テ
ス
ト
」
を
公
開
。

イ
ラ
ク
三
邦
人
人
質
事
件
発
生
。
米
軍
ヘ
リ
、

沖
縄
国
際
大
学
に
墜
落
。
新
潟
県
中
越
地
震
発

生
。
／
ス
マ
ト
ラ
沖
地
震
発
生
。

2005平成17年

オ
ム
ニ
バ
ス
形
式
研
修
「
越
境
す
る
日
本
語
教
師
―
グ
ロ
ー
バ
ル
化
時

代
に
求
め
ら
れ
る
日
本
語
教
育
力
と
は
」 実
施
。

『
新
版
日
本
語
教
育
事
典
』（
大
修
館
書
店
）
刊
行
。

国
際
交
流
基
金
「
日
本
語
教
育
ス
タ
ン
ダ
ー
ド

の
構
築
を
目
指
す
国
際
ラ
ウ
ン
ド
テ
ー
ブ
ル
」

開
催
。 

個
人
情
報
保
護
法
施
行
。
外
国
人
登
録
者
数
が

2
0
0
万
人
を
超
え
る
。
総
務
省
「
多
文
化
共

生
の
推
進
に
関
す
る
研
究
会
」
設
置
。 

2006平成18年

第
1
回
林
大
記
念
論
文
賞
。

「
日
本
語
教
育
国
際
研
究
大
会
」
協
力
（
米
国
・
コ
ロ
ン
ビ
ア
大
学
）。

S
I
G
「
多
文
化
共
生
社
会
に
お
け
る
日
本
語
教
育
研
究
会
」
発
足
。

R
H
Q
支
援
セ
ン
タ
ー
で
条
約
難
民
に
日
本
語

教
育
開
始
。
文
化
庁
「
地
域
日
本
語
教
育
支
援

事
業
」（
〜
2
0
0
8
）。

教
育
基
本
法
改
定
。
防
衛
庁
が
防
衛
省
に
昇
格
。

2007平成19年

S
I
G
「
日
本
語
音
声
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
教
育
研
究
会
」
発
足
。

「
多
文
化
協
働
実
践
研
究
・
全
国
フ
ォ
ー
ラ
ム
（
第
1
回
）」
後
援
（
東
京

外
国
語
大
学
）。

ア
ジ
ア
人
財
資
金
構
想
開
始
。
国
立
国
語
研
究

所
が
独
立
行
政
法
人
か
ら
大
学
共
同
利
用
法
人

へ
移
管
さ
れ
る
こ
と
が
決
定
。

郵
政
民
営
化
ス
タ
ー
ト
。
／
仏
、
サ
ル
コ
ジ
大

統
領
就
任
。

2008平成20年

「
日
本
語
教
育
学
世
界
大
会
」
共
催
（
韓
国
・
釜
山
外
国
語
大
学
校
）。

「「
生
活
者
と
し
て
の
外
国
人
」
の
た
め
の
日
本
語
教
育
事
業
」（
文
化
庁

委
嘱
）。

S
I
G
「
J
S
L
漢
字
学
習
研
究
会
」
発
足
。

E
P
A
経
済
連
携
協
定
に
よ
る
イ
ン
ド
ネ
シ
ア

看
護
師
・
介
護
福
祉
士
の
受
け
入
れ
開
始
。
政

府
、
留
学
生
30
万
人
計
画
を
発
表
。
と
よ
た
日

本
語
学
習
支
援
シ
ス
テ
ム
開
始
。

秋
葉
原
無
差
別
殺
傷
事
件
発
生
。
年
越
し
派
遣

村
開
設
。
／
中
国
、
四
川
省
大
地
震
発
生
。
北

京
五
輪
開
催
。
米
国
、
リ
ー
マ
ン
ブ
ラ
ザ
ー
ズ

経
営
破
綻
、
世
界
金
融
危
機
。

2009平成21年

「
日
本
語
教
育
国
際
研
究
大
会
」
協
力
（
豪
州
・
ニ
ュ
ー
サ
ウ
ス
ウ
ェ
ー
ル
ズ

大
学
他
）。

「
看
護
と
介
護
の
日
本
語
教
育
」「
日
本
語
教
育
振
興
法
法
制
化
」
ワ
ー

キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
発
足
（
〜
2
0
1
2
年
）。

文
科
省
、
国
際
化
拠
点
整
備
事
業
（
グ
ロ
ー
バ
ル

30
）
開
始
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
看
護
師
・
介
護
福
祉

士
の
日
本
語
研
修
事
業
開
始
。
国
研
の
日
本
語

教
育
部
門
廃
止
に
対
す
る
反
対
署
名
運
動
。

裁
判
員
制
度
ス
タ
ー
ト
。
衆
院
選
で
民
主
党
勝

利
、
政
権
交
代
へ
。
／
米
国
、
オ
バ
マ
大
統
領

就
任
。

2010平成22年

「
世
界
日
本
語
教
育
大
会
」
協
力
（
台
湾
・
国
立
政
治
大
学
）。

日
本
語
教
育
の
国
際
連
携
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
J-

G
A
P
）
開
始
。 

S
I
G「
ビ
ジ
ネ
ス
日
本
語
研
究
会
」「
中
国
語
話
者
の
た
め
の
日
本
語

教
育
研
究
会
」
発
足
。 

日
本
語
プ
ロ
フ
ィ
シ
エ
ン
シ
ー
研
究
会
発
足
。

新
た
な
研
修
・
技
能
実
習
制
度
施
行
。
在
留
資

格
の
「
就
学
」
を
廃
止
し
、「
留
学
」
に
一
本
化
。

第
三
国
定
住
難
民
受
け
入
れ
開
始
。
／
上
海
万

博
。

2011平成23年

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
「
活
気
あ
る
社
会
づ
く
り
と
日
本
語
教
育
」
開
催
（
一

橋
大
学
）。

「
世
界
日
本
語
教
育
研
究
大
会
」
協
力
（
中
国
・
天
津
外
国
語
大
学
）。

4
学
会
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
開
催
協
力
（
明
治
大
学
）。

地
域
日
本
語
教
育
人
材
育
成
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
J
I
P
）
開
始
。

震
災
の
影
響
で
国
内
の
日
本
語
学
習
者
激
減
。

看
護
師
国
家
試
験
見
直
し
開
始
。

東
日
本
大
震
災
発
生
。
福
島
原
発
事
故
発
生
。

／
タ
イ
で
大
洪
水
。
中
近
東
に
お
い
て
民
主
化

運
動
が
高
ま
る
。

2012平成24年

日
本
語
教
育
学
会
創
立
50
周
年
。

「
日
本
語
教
育
国
際
研
究
大
会
」
開
催
（
名
古
屋
大
学
他
）。

公
益
社
団
法
人
へ
移
行
予
定
。

N
H
K
・
W
E
B
版
「
や
さ
し
い
日
本
語
」
ニ

ュ
ー
ス
開
始
。
海
外
の
日
本
語
学
習
者
数
3
6 

5
万
人
（
2
0
0
9
年
国
際
交
流
基
金
調
査
報
告
）。

東
京
ス
カ
イ
ツ
リ
ー
開
業
。「
高
度
人
材
ポ
イ

ン
ト
制
度
」
導
入
。
外
国
人
登
録
制
度
廃
止
と

外
国
人
の
住
民
基
本
台
帳
制
度
開
始
。

｜

1
9
6
2
年
｜

学
会
誌
『
日
本
語
教
育
』
創
刊

｜

1
9
6
4
年
｜

東
海
道
新
幹
線
開
業
（
鉄
道
博
物
館
所
蔵
）

｜

1
9
7
8
年
｜

日
本
語
教
育
副
教
材
・

　
　
　
　
　
　

日
本
事
情
シ
リ
ー
ズ
刊
行

｜

1
9
7
9
年
｜

ソ
ニ
ー
、
ウ
ォ
ー
ク
マ
ン
を
発
売

｜

1
9
9
0
年
｜『
日
本
語
教
育
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
』
刊
行

｜

2
0
0
1
年
｜

第
1
回
外
国
人
集
住
都
市
会
議
（
浜
松
市
）

｜

2
0
0
3
年
｜

第
1
回
世
界
コ
ス
プ
レ
サ
ミ
ッ
ト
（
名
古
屋
市
）

｜

2
0
0
5
年
｜『
新
版
日
本
語
教
育
事
典
』
刊
行

｜

2
0
0
8
年
｜

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
看
護
師
・
介
護
士
受
け
入
れ

｜

2
0
1
2
年
｜

東
京
ス
カ
イ
ツ
リ
ー
開
業　

社
団
法
人

日
本
語
教
育
学
会
　
歴
史
・
沿
革

日
本
語
教
育
学
会
は
、
日
本
語
教
育
に
関
係
し
て
い
る
教
師
や
研
究
者
の
団
体
と
し
て
、

1
9
6
2
（
昭
和
37
）
年
に
「
外
国
人
の
た
め
の
日
本
語
教
育
学
会
」
と
い
う
名
称
で

発
足
し
、
1
9
7
7
（
昭
和
52
）
年
に
、
外
務
省
、
文
部
省
共
管
の
公
益
法
人
と
な
り

ま
し
た
。
2
0
1
2
（
平
成
24
）
年
に
は
公
益
社
団
法
人
へ
と
移
行
す
る
予
定
で
す
。



ご入会方法

入会ご希望の方は、申込書を学会ホームページ「入会案内」からダウンロード
するか、学会事務局にメール、電話、FAX等で請求してください。申込書に、
必要事項をご記入のうえ、学会事務局まで郵送してください。申込書が到着次
第、ご入会の手続きをとり、会費の請求書を送らせていただきます。

普通会員（法人・個人）　入会金5,000円 年会費10,000円
賛助会員　　　　　　　　入会金　なし  年会費1口50,000円（1口以上）

入会手続き・入会申込書URL　http://www.nkg.or.jp/guide/g-nyukai.htm
入会申込書請求先メールアドレス　kaiin@nkg.or.jp

組織図

入会の
ご案内

社団法人

日本語教育学会
The Society for Teaching Japanese
as a Foreign Language

日本語教育学会会員には次のような特典があります。

◆学会誌『日本語教育』を年3冊（4月、8月、12月）お送りします。
◆大会、研究集会、その他、各種催しの案内をお送りします。
◆各種催しの参加費の割引制度があります。
◆毎月1日発行のメールマガジンのほか、日本語教育に関する
　最新情報をメールで得ることができます。
◆大会での研究発表に応募することができます。
◆『日本語教育』へ投稿することができます。
◆研究集会での研究発表に応募することができます。

◆は普通会員（個人）のみ

社団法人

日本語教育学会
事務局 〒101-0065 東京都千代田区西神田2-4-1東方学会新館2階

TEL 03-3262-4291　FAX 03-5216-7552

E-mail office@nkg.or.jp（代表）
URL http://www.nkg.or.jp 2012.8.1作成

目的
日本語教育学会は、日本語を第一言語としない人に対する日本語教育の
研究促進と振興を図り、学術の発展、日本と諸外国との相互理解・学術
文化の交流に寄与することを目的としています。

事業
概要

研究事業：年2回（春と秋）大会を開催し、シンポジウ
ム、研究発表（口頭発表・パネルセッション・ポスター発表・
デモンストレーション）などを行っています。また、全国
各地で年間約10回の研究集会を開催しています。

刊行事業：会員による研究論文・実践報告などを掲
載した学会誌『日本語教育』を年3回発行しています。
『新版日本語教育事典』をはじめ、関連書籍を刊行して
います。

研修事業：日本語教師に求められる能力の開発と教師
間のネットワーク作りの機会を提供するための教師研
修を行っています。研究集会の一環として、講演・ワ
ークショップなどを開催しています。

調査研究事業：文化庁や独立行政法人国際交流基金な
どの委嘱・委託・助成を受けて、日本語教育に関する
様々な調査研究を行っています。

特定課題事業：広く社会に貢献するため、特定の課題
に対応するグループを学会内に設置し、活動を展開し
ています（以下は2012年度の例）。
・地域日本語教育人材育成プロジェクト（ JIP）チーム
・BJTビジネス日本語能力テスト分析研究チーム
・東日本大震災募金タスクフォース

国際連携：世界8つの国・地域（韓国・中国・香港・台湾・
豪州・米国・カナダ・欧州）と国際連携組織「日本語教育
グローバルネットワーク」を結成し、日本語教育国際
研究大会を開催しています。

国内連携：言語系の34学会が参集する「言語系学会連
合」に幹事学会の1つとして参加するなど、国内の近
接領域の学会と連携する活動を行っています。

その他：日本語教育能力検定試験の認定、日本語教育
に貢献した会員及び団体の顕彰（日本語教育学会賞・奨励
賞・林大記念論文賞）を行っています。

会員数
の推移

各年とも3月31日時点の会員数
2012年3月31日現在の会員数は4,290名。

1977年 1982年 1987年 1992年 1997年 2002年 2007年 2012年

［常置委員会］ ［特別委員会］

［特定事業グループ］

会員
普通会員・賛助会員・名誉会員

理事会
（会長・副会長・常任理事を含む
理事15～ 20名により構成）

常任理事会
（会長・副会長・常任理事により構成）

学
会
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・
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賞
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会
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・
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員
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会
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会
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会
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委
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会

研
究
集
会
委
員
会

学
会
誌
委
員
会

大
会
委
員
会

総会

会長（1名）・副会長（3名）

事務局

監事

顧問

評議員会




